
看護職員の需給推計について

令和８年４月10日 第１回 2040年に向けた看護職員の養成・確保の在り方に関する検討会 資料５



看護職員の需給の検討に向けたこれまでの経緯

○ 国は、「看護師等の人材確保の促進に関する法律」に基づく看護師等の確保を促進

するための措置に関する基本的指針において、医療提供体制等を踏まえた需給見通し

に基づいて看護師等の養成を図るなど就業者数の確保に努めることとされており、看

護職員の需給見通しは、看護職員確保の基本的な資料として、概ね５年毎に通算８回

にわたり策定してきた。

○ 直近の第８次看護職員の需給見通しにおいては、「経済財政運営と改革の基本方針

2015」（平成27年６月30日閣議決定）において、「地域医療構想との整合性の確保

や地域間偏在等の是正などの観点を踏まえた医師・看護職員等の需給について、検討

する」とされたことを受け、将来の医療需要を踏まえた推計方法を検討し、2025年

までの看護職員の供給推計・需要推計を行った。
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第８次看護職員の需給見通しにおける供給推計・需要推計の方法
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供給推計

（前年の看護職員数＋新規就業者数＋再就業者数）×（１-離職率） を積み上げ。

※都道府県が推計する。

需要推計

①医療需要あたり
看護職員数 ②将来の医療需要 ③将来の看護職員

の需要数× ＝

① 現在の病床数・患者数及び看護職員数（病床機能報告の数値を使用）をもとに、医療需要（病床数又は患者数）
あたり看護職員数を設定。

② 将来の医療需要については、
・ 一般病床及び療養病床： 都道府県の地域医療構想における病床数の必要量
・ 介護保険サービス：介護保険事業計画におけるサービス見込み量
※ 訪問看護事業所（医療保険分）は現利用者数・将来推計人口等から推計

・ 地域医療構想で医療需要が示されていない領域（精神病床、無床診、保健所、学校養成所等）：一定の仮定を置
いた推計

③ 以上の考えを元に国が定めた推計ツールを用いて、都道府県が需要推計を試算
④ 上記に加え、働き方改革の進展を加味した３パターンのシナリオ分けを行い、推計値に幅を持たせている。
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医療従事者の需給に関する検討会 看護職員需給分科会 中間とりまとめ（概要版）

182万人

実績に基づく就業者数推計

〇 都道府県による2025年における供給推計は、指数平滑法による過去実績（３カ年）等（※）と対比すると、約7万人の差が生じる。

看護課調べ【単位：千人】

約7万人

2017年2016年2015年2014年2013年2012年2011年2010年2009年2008年2007年

1,6711,6601,6341,6031,5721,5381,4961,4701,4341,3971,370看護職員就業者数の推移

1126313134422537362737前年との比較増減

（参考） 本年９月に公表された衛生行政報告例の2018年末現在と前回（2016年末）を比較すると、看護職員数は合計で約５．３万人の増であり１年あたりは２．７万人の増となってい
る。差が生じた要因として、都道府県の供給推計には、ワーク・ライフ・バランス改善による離職率の低下等が反映されていないことなどが考えられる。

175万人

都道府県の供給推計の総数

※ 2017年における看護職員就業者数（看護課調べ）を基に直近3カ年分の伸び率（指数平滑法）を乗じて得られる令和７（2025）年の推計値

令和元年11月18日公表（一部改変）
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2025年における需要推計

180万人
14
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11
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シナリオ③シナリオ②シナリオ➀

０時間１０時間以内１０時間以内超過勤務

20日以上10日以上５日以上有給休暇

21
1414

➀

②

【供給推計】
①175万人～②182万人

医療従事者の需給に関する検討会 看護職員需給分科会 中間とりまとめ（概要版）

令和元年11月18日公表（一部改変）
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第８次看護職員の需給見通しと就業者数（実績）
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2017(平成29)年 2020(令和2)年 2023(令和5)年 2025(令和7)年

需要見通し（注１）

供給見通し（注２）

就業者数（注３）

単位：人（実人員）
(注１)需要見通しは、都道府県から報告された2025年の需要推計値（係数等処理前）と2017年の就業者数（実績）を線形補間により作成
(注２)供給見通しは、都道府県から報告された2025年、2023年、2020年及び2017年の供給推計値
(注３)就業者数は、３年毎実施の「医療施設（静態）調査」、隔年毎実施の「衛生行政報告例」を基に看護課で推計
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令和５年推計値
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実績値
（国勢調査等）

○日本の人口は近年減少局面を迎えている。2070年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
39％の水準になると推計されている。

人口（万人）

15~64歳
人口割合

52.1%

高齢化率
38.7%

合計特殊
出生率
1.36

15～64歳割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口

2020年
59.5%

2020年
28.6%

2020年
1.33

2020年総人口
12,615万人

2040年総人口
11,284万人

3,928万人

6,213万人

1,142万人

2070年総人口
8,700万人

3,367万人

4,535万人

797万人

（出所） 2020年までの人口は総務省「国勢調査」、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

3,603万人

7,509万人

1,503万人

（年）

日本の人口の推移
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（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計

1990年(実績) 2040年 2070年

75歳～
599( 5%)

65～74歳
894( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億1,284万人

65～74歳
1,187(14%)

15～64歳
4,535(52%)

～14歳
797(9%)

総人口
8,700万人

７５

６５

歳

75歳～
2,180(25%)

15～64歳
8,614(70%)

～14歳
2,254(18%)

１５

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～14歳
1,142(10%)

75歳～
2,227(20%)

65～74歳
1,701(15%)

15～64歳
6,213(55%)

○団塊のジュニア世代が６５歳となる2040年には、65歳以上が全人口の35％となる。
○2070年には、人口は8,700万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約39％となる。

2020年(実績)

65～74歳
1,742(14%)

75歳～
1,860(15%)

総人口
1億2,615万人

～14歳
1,503(12%)

15～64歳
7,509(60%)

団塊世代
（1947～49年
生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年
生まれ）

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

日本の人口ピラミッドの変化
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（出典）推計値：国立社会保障・人口問題研究所

（万人）

推計値実績値

★18歳人口のピーク

■18歳人口

■大学進学者数

―大学進学率

★大学進学者数のピーク

18歳人口は1992年をピークに減少
大学進学率は上昇傾向

大学進学者数は近年微増傾向であったが、減少局面に入ると予測。

18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者
数

大学進学率 ＝ 当該年度の大学進学者数
18歳人口

大学進学者数等の将来推計について

18歳人口が減少し続ける中でも、大学進学率は上昇し、大学進学者数も増加傾向にあったが、2026年以降は18歳人口の減少に伴い、
大学進学率が上昇しても大学進学者数は減少局面に突入すると予測される。

※ 出生低位・死亡低位での推計
※ 18歳人口：３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数

関係データ集(4)
(一部改変)

我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育
システムの再構築～（答申）（中教審第255号）

令和７年２月21日

206
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10

看護師等学校養成所の1学年定員の推移

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査

（人）
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看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 11



過去５年間の看護師学校養成所（ 3年課程）受験者数の都道府県別減少率
（養成所３年＋大学）

12

203,524 名(令和元年)⇒142,069(令和６年) 
全体の減少率は30.2%

受験者数：「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査（令和６年度、令和元年度）」

・・・ 受験者数の減少率が30％以上50%より低い

・・・ 受験者数の減少率が10％以上30%より低い

・・・ 受験者数の減少率が50％以上

※10％未満の都道府県は色分けをしていない



過去５年間の看護師養成所（ 3年課程）受験者数の都道府県別減少率
（養成所３年）

13

67,611 名(令和元年)⇒35,728 (令和６年) 
全体の減少率は47.2%

受験者数：「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査（令和６年度、令和元年度）」

・・・ 受験者数の減少率が30％以上50%未満

・・・ 受験者数の減少率が10％以上30%未満

・・・ 受験者数の減少率が50％以上



2 0 2 0年から2 0 4 0年にかけての若年人口減少スピードの分布
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・・・ 減少率が25％以上40%未満

・・・ 減少率が10％以上25%未満

・・・ 減少率が40％以上

若年人口：15～19歳階級人口を指している。
15-19歳階級人口 ：日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計（国立社会保障・人口問題研究所）

2020年から2030年の
若年人口の減少率

2020年から2035年の
若年人口の減少率

2020年から2040年の
若年人口の減少率

全体減少率は8.8%

※10％未満の都道府県は色分けをしていない

全体減少率は18.7% 全体減少率は29.0%



看護師学校養成所（3年課程）における1学年定員数、入学者数及び定員充足率

（人）

23,977 24,686 25,024 25,364 25,741 26,271 26,957 27,874 28,281 28,907 28,802 28,447 28,232 27,807 27,146 26,811 26,499 26,244 

23,186 24,187 25,794 25,839 26,029 26,590 26,767 27,595 27,694 28,434 27,963 27,197 27,064 26,435 25,553 
23,952 21,724 20,868 

96.7% 98.0%
103.1% 101.9% 101.1% 101.2% 99.3% 99.0% 97.9% 98.4% 97.1% 95.6% 95.9% 95.1% 94.1%
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看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査

看護師学校養成所(３年課程)の定員充足率は低下傾向であるが、看護師養成所においてより顕著である。

13,193 14,322 15,504 16,059 16,975 17,878 19,674 21,034 21,619 22,656 23,840 24,695 25,048 25,310 25,825 26,245 26,685 26,953 

14,183 15,356 17,085 17,457 18,569 19,376 21,223 22,512 23,106 24,007 25,048 25,619 25,815 26,110 26,517 26,604 26,044 

26,871 
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■ 大学（３年課程）

■ 看護師養成所（3年課程）
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入学定員数 入学者数 充足率

看護師養成所（３年課程）の定員数及び施設数
○ 看護師養成所（3年課程）が存在する都道府県は、令和６年度で47都道府県である。

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査

（人） （％）

■31～35校
■26～30校
■21～25校
■16～20校
■11～15校
■６～10校
■１～５校

養成所数
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看護大学の定員数及び施設数
○ 看護大学が存在する都道府県は、令和６年度で47都道府県である。
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入学定員数 入学者数 充足率
看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査

（人）
（％）

学校数

第120回社会保障審議会医療部会

資料１令和７年10月27日
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充足率が低い看護師等学校養成所の分布と課程廃止の推移

18

2024年※２2023年2022年2021年2020年

3434453529課程の廃止数※１

課程の廃止数の推移
地図出典：国土地理院

充足率が40%未満の養成校の課程の分布

「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査(2025)」より充足率０％を除外して集計(n=1358)

●：定員充足率が30%以上40％未満(計54課程)
●：定員充足率が30％未満(計69課程)

※２ 2025（令和７）年度調査の看護師等学校養成所の総調査課程数は1,787課程

2025年以降
(予定) ※３

94

※３ 都道府県に看護師等養成所を対象とした課程の廃止予定（2025~2030年）を調査し算出

※１ 2020年～2024年：「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査」の調査より看護課にて集計



都道府県別 1 8歳人口と看護師養成所（３年課程）の定員充足率の比較

19

22,509

82.0%

定員充足率：「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査（令和６年度）」
18歳人口 ：令和６年度より３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数

(人)

18歳人口

定員充足率
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2 0 2 0年から2 0 4 0年にかけての若年人口減少スピードの分布 （再掲）

20

・・・ 減少率が25％以上40%未満

・・・ 減少率が10％以上25%未満

・・・ 減少率が40％以上

若年人口：15～19歳階級人口を指している。
15-19歳階級人口 ：日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計（国立社会保障・人口問題研究所）

2020年から2030年の
若年人口の減少率

2020年から2035年の
若年人口の減少率

2020年から2040年の
若年人口の減少率

全体減少率は8.8%

※10％未満の都道府県は色分けをしていない

全体減少率は18.7% 全体減少率は29.0%



2 0 2 1年と比較した2 0 4 0年の1 8歳人口の割合
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18歳人口（2021） 18歳人口推計（2040） 18歳人口の減少率(2021年から2040年)

全体減少率
は35.2%
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資料出所：厚生労働省「医療施設（静態）調査」「衛生行政報告例（隔年報）」「病院報告（従事者票）」に基づき厚生労働省医政局看護課において集計・推計
・病院で就業する看護職員数は、2017年以降は「医療施設（静態）調査」、2014年以前は「病院報告（従事者票）」による。
・診療所で就業する看護職員数は「医療施設（静態）調査」による。
・病院・診療所以外で就業する看護職員数は「衛生行政報告例（隔年報）」による。なお、「衛生行政報告例（隔年報）」の調査年ではない年については 「衛生行政報告例（隔年報）」の数値に基づく推計値。

（万人）

看護職員就業者数の推移

保健師
7.3万人

助産師
4.2万人

准看護師
25.7万人

看護師
137.3万人

看護職員の確保が進められて、看護職員就業者数は増加を続け、2023年（令和５年）には174.6万人となった。

保健師

助産師

看護師

准看護師

注：看護職員とは、保健師、助産師、看護師及び准看護師のこと。
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２５歳未満 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳 ５０～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上

年齢階級別の就業看護職員数の推移

就業看護職員の年齢階級別構成割合の推移を見ると、45歳以上の就業看護職員数が増加している。

23
資料出所：厚生労働省「衛生行政報告例（隔年報）」

※ 「医療施設（静態）調査」では、年齢階級別の看護職員数のデータは把握できないため、病院・診療所も含めた全ての就業場所について、衛生行政報告例のデータを用いている。

注：看護職員とは、保健師、助産師、看護師及び准看護師を指す。

47.2万人

85.1万人

（万人）



就業場所別看護職員の推移

看護職員の就業場所は病院・診療所が多いが、訪問看護ステーション（2002年：2.4万人 ⇒ 2023年：8.7万人）や
介護保険施設等（2002年：6.8万人 ⇒ 2023年：16.8万人）での増加傾向となっている。

24

資料出所：厚生労働省「医療施設（静態）調査」「衛生行政報告例（隔年報）」「病院報告（従事者票）」に基づき厚生労働省医政局看護課において集計・推計
・病院で就業する看護職員数は、2017年以降は「医療施設（静態）調査」、2014年以前は「病院報告（従事者票）」による。 ・診療所で就業する看護職員数は「医療施設（静態）調査」による。
・病院・診療所以外で就業する看護職員数は「衛生行政報告例（隔年報）」による。なお、「衛生行政報告例（隔年報）」の調査年ではない年については、 「衛生行政報告例（隔年報）」の数値に基づく推計値。

注：看護職員とは、保健師、
助産師、看護師及び准看
護師のこと。
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（157.3万人）
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（165.8万人）
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（174.6万人）
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その他

看護師等学校養成所・研究機関

事業所

保健所・都道府県・市区町村

助産所

社会福祉施設

介護保険施設等

訪問看護ステーション

診療所

病院

※介護保険施設等：介護老人保健
施設、介護医療院、特別養護老
人ホーム、居宅サービス事業所、
居宅介護支援事業所等

※社会福祉施設：老人福祉施設、
児童福祉施設等



年齢階級別看護職員の就業場所（2024年（令和６年））

年齢階級別の看護職員の就業場所については、年齢階級が低くなるほど病院で就業する割合が高く、年齢階級が高いほ
ど介護保険施設等で就業する割合が高くなる。

25

資料出所：厚生労働省「令和６年度衛生行政報告例（隔年報）」
※ 「医療施設（静態）調査」では、年齢階級別の看護職員数のデータは把握できないため、病院・診療所も含めた全ての就業場所について、衛生行政報告例のデータを用いている。

注：看護職員とは、保健
師、助産師、看護師及
び准看護師のこと。
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看護師国家試験受験資格

中学卒業

准看護師養成所･高校
※養成所は２年、高校は３年

172校 6,700人（１学年定員）
3,603（入学者数）

高等学校卒業

４年制大学
313校

26,953人
（１学年定員）

26,871人
（入学者数）

養成期間３年以上の
養成所・短大

535校 27,084人（１学年定員）

21,553人（入学者数）

高校・
高校専攻科
５年一貫
教育校

82校
4,159人
(1学年定員)
2,905人

（入学者数）

養成期間２年の
養成所・短大等
106校 3,796人

（１学年定員）
2,288人

（入学者数）

助産師課程

保健師課程

3
年
以
上

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 ※学校数及び１学年定員数・入学者数は令和７年４月時点のもの

保健師養成所･大学院･大学専攻科・短大専攻科 52校 933人（１学年定員） 752人（入学者数）

助産師養成所･大学院･大学専攻科/別科･短大専攻科
141校 1,807人（１学年定員） 1,585人（入学者数）

1年
以上

２年通信制
15校

2,780人
（１学年定員）

1,930人
（入学者数）

３年以上の
実務経験又は
高等学校等卒業者

７年以上の
実務経験

保健師・助産師国家試験受験資格

准看護師試験受験資格
（都道府県実施）

＜令和８年合格者数＞
保健師 6,502人 助産師 2,040人
看護師 52,666人

＜令和７年合格者数＞
准看護師 12,574人※令和8年は現在集計中

看護教育制度図(概念図) 
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看護職員新規就業者数の推移（年次別）

（人）

2016

(平成28)年

2017

(平成29)年

2018

(平成30)年

2019

(令和元)年

2020

(令和2)年

2021

(令和3)年

2022

(令和4)年

2023

(令和5)年

2024

(令和6)年

2025

(令和7)年

卒業者数 68,386 68,032 69,295 68,787 69,104 69,087 67,857 67,425 65,626 63,228

新規就業者数 60,236 59,417 61,436 60,296 60,650 60,944 60,253 59,543 56,730 55,930

新規就業率 88.1% 87.3% 88.7% 87.7% 87.8% 88.2% 88.8% 88.3% 86.4% 88.5%
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資料出所：厚生労働省「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査」
(注1)新規就業者数は、卒業者のうち看護師等として就業した者（看護師以外に就業した者を除く）を計上
(注2)新規就業率は、卒業者に占める新規就業者の割合をいう



正規雇用看護職員の離職率は、一般労働者（産業計）とほぼ同程度で推移。

看護職員の離職率の推移

28

資料出所：正規雇用看護職員：「病院看護実態調査」（日本看護協会） 、一般労働者（産業計、医療・福祉）：「雇用動向調査」（厚生労働省）
注：「病院看護実態調査」は年度データ、「雇用動向調査」は年データ。

※ 正規雇用看護職員と一般労働者（産業計、医療・福祉）では調査が異なるため、厳密な比較はできない。
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高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者就業の推進

定年を65歳未満に定めている事業主は、以下のいず
れかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じなけれ
ばならない。

①65歳までの定年引き上げ

②定年制の廃止

③65歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長
制度）の導入
継続雇用制度の適用者は原則として「希望者全
員」

＊平成25年３月31日までに労使協定により制度適用対
象者の基準を定めていた場合は、その基準を適用で
きる年齢を令和７年３月31日までに段階的に引き上
げなければならない。

※ 高年齢者雇用確保措置の実施に係る公共職業安定所（ハ
ローワーク）の指導を繰り返し受けたにもかかわらず何
ら具体的な取組を行わない事業者には、勧告書の発出、
勧告に従わない場合は事業者名の公表を行う場合がある。

65歳までの高年齢者雇用確保措置（義務）
【平成25年４月１日施行】
【高年齢者雇用安定法第９条】

※事業主が定年を定める場合は、その定年年齢は60歳以上
としなければならない。（高年齢者雇用安定法第８条）

65歳から70歳までの就業機会を確保するため、事業
主は、高年齢者就業確保措置として、以下のいずれ
かの措置を講ずるよう努めなければならない。

①70歳までの定年引き上げ

②定年制の廃止

③70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長
制度）の導入
（特殊関係事業主に加えて、他の事業主によるも

のを含む）

④70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の
導入

⑤70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の
導入
ａ．事業主が自ら実施する社会貢献事業
ｂ．事業主が委託、出資（資金提供）等する団体

が行う社会貢献事業

70歳までの高年齢者就業確保措置（努力義務）
【令和３年４月１日施行】

【高年齢者雇用安定法第10条の２】

高年齢者雇用安定法の規定により、事業主は、65歳までの高年齢者雇用確保措置を実施しなければならな
いとともに、70歳までの高年齢者就業確保措置の実施に努めなければならないこととされている。



年齢階級別就業率の推移（全産業）
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資料出所：総務省「労働力調査」
(注1)年平均の値
(注2)「年齢階級別就業率」とは、各年齢階級の人口に占める就業者の割合をいう



年齢階級別の就業者数の推移（看護職）
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資料出所：厚生労働省「衛生行政報告例（隔年報）」

注１：看護職員とは、保健師、助産師、看護師及び准看護師のこと。 注２：保健師助産師看護師法の規定により、助産師は女性に限定されている。

(男)3.2％ (女)96.8%



供給推計に関する論点（案）

○ 推計は、これまで同様都道府県ごとに算定し、推計期間は、新たな地域医療構想と合わせ、

2040年頃までとしてはどうか。

○ 今回は、これまでの５年程度の推計と異なり、推計期間が17年程度の長期になることから、
人口動態を反映した推計方法とする必要があるのではないか。

○ 具体的には、

・ 新規就業者数の推計に際しては、若年人口の減少の進展等を考慮してはどうか。

・ 現在の就業者の約半数を占める45歳以上の者が2040年には、60歳代～80歳代以上とな
り、定年退職等による就業継続者の減少が見込まれる。こうした人口動態の変化を考慮
した推計を行ってはどうか。

○ 直近の新規就業者数の実績値（令和7年）は、令和4年以前の入学者が大半であり、近年の定
員充足率減少の要素が反映されていない。これについてどう考えるか。

○ 高年齢者雇用安定法の施行・定着等により、60歳代の労働者の雇用の更なる進展が見込まれ
る。これについてどう考えるか。
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